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特集２／労働‐福祉ネクサス論の射程
比較制度論の視点と〈労働‐福祉ネクサス〉
千葉大学法経学部教授　　
 安孫子　誠男
はじめに――労働‐福祉ネクサスとは何か
　今日の報告には、〈労働‐福祉ネクサス〉という変わった論題が付いています。
企業理論への契約論的アプローチなどで、 企業を一連の「契約のネクサス（束、 
nexus）」と捉えてきたあたりから、 ネクサスという用語は一個のシステムをな
す諸要素間の相互依存、 連結関係といった意味あいで使われてきました。粗っ
ぽい表現ですが、 ここでは労働市場制度と社会保障制度との相互依存、 補完関
係といった意味あいで、〈労働‐福祉ネクサス〉という用語を使っておきます。
　また、 私はもともと経済学史なり経済理論史という学問領域でトレーニング
を受けましたので、 現代の社会経済システム論なり現代資本主義論を考える場
合にも、 そうした理論構成なりその conceptual framework なりの形成を「追
思考」するという学史的方法をとっています。新しい学問動向をその果実にお
いてのみ追いかけるのではなく、 新たな動向の形成プロセスを「追思考」し「再
構成」することが、 ある立論の問題構成なりフレームワークなりの特徴をより
鮮明に浮き彫りにできると考えているからです。今日の報告も最近の比較経済
制度論のもっとも興味深いと思われるテーマのサーヴェイにすぎませんが、 現
代の社会経済システム論の私なりの「再構成」をめざす予備作業とお考えいた
だければ幸いです。
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生産システムと福祉レジームの「選択的親和性」
　いま比較政治経済論なり「資本主義の多様性」論という領域が活況を呈して
います。一つの国民的システムがいくつかの諸制度からなるものとして、それ
らの諸制度のネクサスにおいて各システムを国際比較するという学問的試みで
す。いま諸制度が、例えば金融制度と労働市場制度が、それぞれ独自のロジッ
クで動いているわけですが、ただ相互に無関係であるかというと必ずしもそう
ではない。両者間には関係がありそうで、 関係があるとすればそれは何かとい
うので、一つの国民的システムを捉えるときに、それを構成する諸制度といい
ますか、――その「諸」をどのくらいの広がりでとるかという問題はあります
が、 ――諸制度の連関において、時には互いの支えあいにおいて、時には機能
の代替において捉えようとする動向があり、それをネクサスという言葉で呼ん
できました。
　レジュメの冒頭に、〈生産システム‐福祉レジームのネクサス〉論の隆盛と
書きました。従来、ほぼバラバラにというかそれぞれ独立した研究史として、
一方で生産システムの国際比較というのが長い学問的蓄積の中で進められてき
ました。他方、1990 年以降でしょうか、1990 年に第 1 著作『福祉資本主義
の三つの世界』が書かれましたが、エスピン‐アンデルセンが福祉レジーム論
――当初は福祉国家論と言っていたのですが――、 比較福祉資本主義論という
かたちで福祉制度に焦点を定めながらの国際比較を大変シャープに出してき
ました。それが最近、どんなに長くとってもこの 10 年くらいかと思いますが、
生産システム論という国際比較の流れと福祉レジーム論という国際比較の流れ
がどのように一個のシステムをなすものとして関係するかという議論が出てき
ました。例えば Comparing Welfare Capitalism（2001 年）という、福祉資
本主義論の論客でベルンハルト・エビングハウスらの編著ですが、この人が従
来の福祉資本主義論と生産システム論とをどう結びつけるかという、問題的な
著作を出してきました。
　そのとき両者の関係をどう捉えるか。いろいろな言い方がされますけれども、
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それぞれのシステムなりレジームの相互の支えあい、補完性といった捉え方も
されます。ただ補完性というと相当に密なる連携がなくてはいけないので、例
えばこのエビングハウスたちはマックス・ウェーバーの言葉を使って、「選択
的親和性 elective afﬁnities」といった表現を用います。簡単には係わりそう
にないシステムを、しかしどう連関するかという問題を立てるときには、この
ウェーバーの用語法はなかなか面白いなと思っています。ウェーバーは、例の
エートスというものが独特な利害状況をもった社会経済的な階層とどう結びつ
くかを考えた。経済決定論でもないし、かといってイデーの自己展開でもなく、
両者の関連をどう捉えるかというときに、社会階層の経済的利害状況とエート
スが決定論的ではないかたちでどんなふうに絡むかというときに、磁石の N
と S のように馴染むんだ、決定論的ではなくてそれぞれが選びながらしかし
馴染むんだというので、elective afﬁnities という用語を使ったのですが、エ
ビングハウスたちもこの用語法で 2 つの関係を捉えると面白いぞという示唆
をこの著作であたえています。その elective afﬁnities というものの内容がど
んな論理構造においてあるか――論理の構造とまではいえないかもしれません
が――、こういった問題が 1 つ基本的なテーマとして今でてきているだろう
と思います。
社会政策形成の特徴
　それから内的には非常に関係するわけですが、従来は日本でも社会政策論争
という大河内一男さんあたりからの議論がずっと長くありました。社会政策の
性格づけといいましょうか、その特質をどう捉えるかという問題です。19 世
紀に工場法ができたとき、労働力は商品になりきってしまうので、個別資本と
しては労働力を消尽したいけれども、しかし総資本の利益、総資本の合理性か
らいうと、やっぱりどこかで労働力を総体として再生産できるようなしくみを
つくらないといけない。その意味では総資本の合理性として社会政策あるいは
工場立法が、労働者保護の施策として出てくるという議論がされたことがあり
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ます。それに対して、ほかならぬ生きている人間、労働する人間の側の抵抗、 
社会運動があって、 ある種のパワーが引き出され、パワ ・ーリソース（権力資源）
がベースにあり、それが動員されるかたちで、法律として、工場立法として実
現するんだ、 という批判が出されました。その意味で社会運動とか労働運動と
いったものをベースにおくことなしに社会政策の形成は語れないという論争が
日本でもあったわけですが、ちょっとそれと似たような対立が、視点の対抗が
出ているというところが、とても興味深いなと思いつつ読んでいます。
　従来、エスピン‐アンデルセンの比較福祉資本主義論などを権力資源動員論
というふうにいいます。例えば北欧で、労働組合の組織率が高く、しかもナ
ショナル・センターとして組織されていて、それが経営者団体と政府代表も
入って 3 者で協議をして賃金上昇一辺倒ではない一定の社会政策を打ち出し
ていく。そういう意味での社会コーポラティズムというのが出てきて、それは
しかし、ベースにある社会運動とか労働運動というものを抜きにしては語れな
いので、権力資源動員というかたちで、社会政策なり福祉国家の存立根拠を説
明しようという議論があります。これに対し最近の一つの傾向として、ピー
ター・ホールとかデヴィッド・ソスキス――ディシプリンでいいますと政治学
者――など一群の人たちが、はたしてエスピン‐アンデルセンたちがいうよう
な、politics against markets、「市場に反する政治」としてのみ福祉とか社会
政策の形成があるのだろうか、と問います。もちろん全面否定するわけではな
くて、not necessary、必ずしも市場に反する政治として社会政策とか福祉を
捉えるだけではまずいのではないか、 と。とくに労働運動がいかに組織されて
政策が形成されるかという点に、ネオ・コーポラティズム論とか社会コーポラ
ティズム論という議論の力点がおかれすぎたので、経営者団体、あるいはもっ
と端的に事業者団体、商工会議所とかビジネスのほうのアソシエーションがど
んな役割をはたしているかということがすぽーんと抜けていると、そこをちゃ
んと組み込んで、資本主義のダイナミズムを説明することがどうしても必要だ
ろう、と言います。そこのところが、従来のエスピン‐アンデルセンも含めて
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社会コーポラティズム論という議論にはおよそ欠けていた、そこを補うのだと
いうので、問題的には社会政策とか福祉国家は必ずしも「市場に反する政治」
とばかりはいえないという議論が出てきました。
　例えば、Varieties of Capitalism というホール、ソスキス編の快著が 2001
年に出ました。この人たちは比較政治経済論の中心的な人物で、研究動向をリー
ドしているということはご存知だろうと思います。そういったむしろ「市場に
反する政治」への批判という問題提起をした人たちの議論が一方にあって、そ
れと従来のエスピン‐アンデルセンの比較福祉資本主義論という流れを突き合
わせて、なんとか整合的に両者を橋渡ししよう、あるいは選択的親和性の構造
を捉えようという、そういう議論がいま出てきていますので、そこらを基本的
なテーマにしたいと思います。
　今日の研究状況を紹介しながら、どんなふうに接合すれば可能性があるだろ
うか、いや両者の接合だけでは抜け落ちてしまうものがあるかもしれませんか
ら、その点にも視野を開いておきながら、両者のかかわりをどう捉えるかとい
う点を、今日はお話したいと思います。そうした意味で、「比較制度論の視点
と〈労働‐福祉ネクサス〉」という論題をつけました。
　どうして〈生産‐福祉レジーム〉ではなくて〈労働‐福祉レジーム〉なの
か、人によっては〈雇用‐福祉ネクサス〉とか、あるいはひっくり返して〈福
祉‐雇用ネクサス〉と呼ぶにもかかわらず、なぜ労働という言葉をあえて使う
か。そこらあたりもちょっと私なりの感想がありますので、報告の最後に言及
したいと思っています。
　それで大きくまとめたにすぎませんが、「I　比較経済制度論の諸相」として、 
とくには〈生産‐福祉ネクサス〉論の捉え方にアクセントをおきながら 3 つ
ぐらいの潮流、研究史を簡単に紹介します。研究史的には必ずしも相互交渉が
あったわけではない 3 つの流れを紹介したうえで、それらに どんな結びつき
があるのかというところをお話します。
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Ⅰ　比較経済制度論の諸相 
　　――〈生産‐福祉ネクサス〉の捉え方を中心に 
1.　資本主義の多様性 Varieties of Capitalism 論
「ビジネス団体の調整能力」というキー･コンセプト
　通常、 Varieties of Capitalism の頭文字をとって VOC アプローチというよ
うに最近の日本でも呼ばれることがあります。ホールとかソスキスといった人
たちが大著を著したときの視点と、その視点からの〈労働‐福祉ネクサス〉の
捉え方の一端をご紹介したいと思います。
　視点として彼らは明言します。経済学や経営学をやっている人からみれば当
たり前のように聞こえますが、政治学者がこういうスタンスを出すところに 1
つの独自性があると言ってよいかと思います。こんな言い方です。「企業をもっ
て資本主義経済の決定的なアクターとみなす企業指向的な ﬁrm-centered 政治
経済論」（Hall & Soskice、 2001) を構築するんだ、 と。このかぎりでは当たり
前のような事柄ですが、しかし研究史に彼らの議論をおいてみますと、従来は
ネオ・コーポラティズム論、労働組合運動に基礎づけられながら独特な社会政
策の組み立てが例えば北欧世界にはあったとか、そういうかたちで社会コーポ
ラティズム論が主張されました。これは一言でいうと、1970 年代は労働組合
が賃金上昇を要求することによってコスト・プッシュでインフレが大きく起
こったけれども、しかし、 ある国々においては賃金上昇を抑えながら生産性上
昇を他の面に振り向けたというわけです。つまり社会保障であったり労働時間
の短縮であったりです。というように賃金上昇を抑えるかたちの合意をつくる
ことによって、マクロ・パフォーマンスが非常によかった、と。こういう議論
が社会コーポラティズム論としてあったわけですが、その場合には労働組合の
運動と、それに依拠する社会民主主義政権の形成が主として注目されました。
　これに対してソスキスらはむしろ、ビジネス団体の調整能力、ビジネス・コー
ディネーション・キャパシティというように、この言葉をキー・コンセプトに
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図１　市場経済のサブシステム間の補完性
⑴ドイツ――〈調整された市場経済〉におけるサブシステム間の補完性
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⑵米国――〈自由な市場経済〉におけるサブシステム間の補完性
（出典） ピータ ・ーＡ・ホール、デヴィッド・ソスキス編（2007）『資本主義の多様性』
ナカニシヤ出版、p.31、37。
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おいて説明します。むしろこれがどういうふうに産業に独特な技能資格制度を
つくったり技能の移転を担ってきたか、そうした商工会議所等の役割もちゃん
とみて経済の動きをみないとまずいんじゃないかというので、ビジネス・アソ
シエーションのコーディネーション能力を力説していきます。そういう視点か
ら丹念に研究をしていまして、もっとも見やすいかたちではドイツとアメリカ、
ドイツとイギリスの市場経済システムというのは決定的に違うといいます。そ
れも個々の局面において違うということを超えてシステムとして違うのだとい
います。その際の独特なコンセプトとして「制度的補完性」があります。1 つ
のシステムがかりに 4 つか 5 つぐらいの制度からなっているとして、その制
度の間に他を支えあう関係ができているときにシステムは多少とも長期に持続
するという議論を展開します。
　具体的には図１に出しました。これがこの本のエッセンスをなす彼らの検定
作業ないしは主張を示すものといってよいかと思います。一言でいうと、彼ら
は企業行動がどのように方向づけられるかということに力点をおきながら、1
国民経済がその中に 4 つの制度をもつというダイヤモンドを示します。そして、 
コーディネート（調整）された市場経済と、価格をシグナルにして資源が配分
されるような英米型といったシステムを対比します。それぞれ、コーポレート・
ガバナンスがどう違うか、 教育・訓練システムがどう違うか、労使関係システ
ム、広い意味での労働市場制度がどう違うか。そして企業間関係で技術移転と
か技術標準とかも含めた標準設定がどんなふうに行われているか。この 4 つ
の極をもって制度をみて、 そしてその極が互いに支えあう文脈のなかで企業は
行動しているとみる。そういう意味で企業行動をこの 4 者の制度的な補完と
いいますか、 連関のなかで捉えようとする議論です。立ち入ってお話しすると
なかなか大変ではあるんですが、彼らの少なくとも 1 つのポイントをなすと
ころは、こういうシステムを異にするかたちでどんな特有な技能が、それぞれ
のシステムのなかに培われていくのかと、 技能形成にアクセントをおきながら
システム間の違いを観察しようとしています。
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対照的なドイツとアメリカの特許
　彼らの仕事の非常に興味深いところの 1 つに図２があります。ヨーロッパ
特許局に申請された特許件数をドイツとアメリカで比較するわけです。これ
は産業ごとの特許申請をみて、 アメリカとドイツにおいて特許の得意部門がど
こにあるかを比較したものです。特許は端的に、 ある産業での企業のイノベー
ションというものを表現します。数字は簡単にいえば、 技術パテントにおいて
得意部門がどちらにあるかを示しています。右側にドイツがありますが、新素
材、バイオ・テクノロジーとかが苦手科目のようです。ドイツの総特許数に占
める例えばバイオ・テクノロジーの特許数の割合をまずとって、そこから、 世
界全体の特許総数に占めるバイオ・テクノロジーの特許数の割合を引くわけで
す。そうすると得意科目ではないところはマイナスになってくる。したがって
この図の左側のほうに線が出ています。逆に得意科目であれば、例えばエンジ
ンでは、ドイツが得意分野なのでプラスのほうに出てきます。それぞれの産業
ごとに、 特許のスペシャライゼーションを比較しているわけですね。
　そうしますと、 アメリカとドイツはきれいにミラー・イメージというんで
しょうか、双方がぴたっと鏡像のように逆向きになっています。しかも、 1980
年代の前半から 90 年代の前半までの 10 年間の変化をとってみると、このミ
ラー・イメージはよりくっきりと浮き出てくることがわかったというわけです。
そうしますと、 ドイツには上側にあるような産業においてイノベーションは特
化しており、これは概して、 イノベーション論で漸進的な改良を重ねていくよ
うな革新という意味でインクリメンタル・イノベーションという領域に属して
います。これに対して、従来とは全然違う新製品を発明したり全く異なる製法
を発案するという意味で、ラディカル・イノベーションをもう一つ分けるこ
とがあります。広辞苑が CD-ROM に入るとかのように、アメリカの場合には、
まったく新しい製品を開発するようなラディカルなイノベーションに得意科目
があります。
　そういったインクリメンタル・イノベーションとしてのドイツ対ラディカル・
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イノベーションのアメリカという、両者のきわめて対照的なあり方を、なぜそ
うなのかという根拠もふくめ、 こうした制度的な補完性から説明するんですね。
ですから、 それはいろいろなデータから確認できるのですが、彼らの仕事の面
白さだけをいま出しておきますと、そういった制度的な補完性の結果としてこ
のイノベーションのあり方が大きく制約されるといいますか、その対比論を
やってみせるわけです。この点が、 彼らの仕事が大きなインパクトをもって受
けとめられた理由だと思います。そういう意味では、employment protection
もやらないといけないんですが、レジュメに沿っていきます。
図２　ヨーロッパ特許局に申請された技術クラスごとパテント特化（1983-1984 年
（原注） 正の数値は、合衆国がその技術クラスのパテントで相対的に特化が高いことを示し
ている。
（原資料）ヨーロッパ特許局データ。
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（原注） 正の数値は、ドイツがその技術クラスのパテントで相対的に特化が高いこと
を示している。
（原資料）ヨーロッパ特許局データ。
（出典）図１に同じ。p.48、49。
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と 1993-1994 年）
市場経済システムの二類型化
　市場経済システムは一様ではない、2 類型論だというので、「コーディネー
トされた市場経済」と「リベラルな市場経済」の 2 つが対比されます。端的
にいえば、 後者は価格をシグナルとして資源が配分されるのに対して、前者は
利害当事者間の協議を通して資源配分が行われる。そうした意味でコーディ
ネーションという言葉が使われます。ただし、 もちろんドイツと日本は違うの
で、ドイツは産業ごとに技能資格制度がしっかり備わり、そういう内容も含め
て、産業調整型 industry-coordinated になっていますが、日本は産業ごとに
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そういった資格制度があるというよりは、むしろ企業グループで労働力が配分
されていく、 したがって企業グループによる group-coordinated だというので、
日本とドイツの違いも検出されます。そうした下位区分もされながらですけれ
ども、 大きく上の 2 類型が対比されています。
　そういう議論を、 彼らは「比較制度優位」というコンセプトで論じるわけで
す。3 つ目の論点にありますように、特有な政治経済の制度的構造というもの
は、その内にある企業に対して特有のタイプの活動ですね、技能形成だとかイ
ノベーション様式に関する優位性を与えるのだ、 と。ですからインクリメンタ
ル・イノベーションにおいてドイツはそういった構造をもつが故に得意科目を
もち、アメリカの場合はむしろラディカル・イノベーションに得意科目をもつ、 
と。先ほど見たような「制度的補完」の構造がそうした成果をもたらしている
というわけです。従来、比較優位論というように議論してきたものを、 「比較
優位の制度的基礎」――彼らの著作の副題がそうなっていますが――というか
たちで検証して見せたわけです。ひとまず、この点がこの議論のインパクトの
大きさとなります。
社会的保護と技能形成
　他方、 こういった視角からウェルフェアをどう捉えるかという点については、
最近、 この本に含まれているエステベス‐アベら 3 人の共著者――ソスキスも
その 1 人ですが――によって、「社会的保護と技能形成」というたいへん問題
的な論文が書かれました。その副題に「福祉国家の再解釈」というちょっと挑
戦的なタイトルがついています。ここで彼（女）らは、 先ほど言いましたような、
必ずしも社会政策とか福祉国家は、従来エスピン‐アンデルセンたちが議論し
てきたような「市場に反する政治」とばかりはいえない――部分否定なんです
が――という議論を、 例えばつぎのように説明してみせるんですね。そのとき
の彼らの用語法が welfare skill formation nexus、 「福祉・技能形成ネクサス」
であり、例えばこんなふうに議論するのです。「社会的保護の形態が国際競争
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における各国の競争優位とか製品市場戦略の選択に関連している」と。
　その関連がいかなるものかというので、製品市場戦略―技能形成―社会的保
護という関係が注目されます。これも生産システム論ではずっと議論されてき
たのですが、製品市場戦略の独自性のパターンが典型的には 3 つ 4 つあります。
それと技能形成がどう関連しているか。それから、 技能形成と社会的保護との
関連ですね。この場合の社会的保護というのは、雇用がどのように労働立法と
団体協約というものを通して保護されているかという雇用保障が 1 つ。そして
いったん失業したときに、 失業に対してどの程度所得が保障されるか、その意
味での失業補償 unemployment compensation がもう 1 つ。こうした雇用保護、 
失業補償、 技能形成、 その 3 者のあいだの整合性といったものを彼（女）らは
ここで検出しています（図３）。
　生産レジーム論をやった人には言わずもがなかもしれませんが、要するに
1970 年代までの標準品の大量生産、 通常フォーディズムと言われたりします
が、 その標準品の大量生産以降の生産システムというのは、 大きく 3 つ 4 つに
分けられます。典型的には ①「多品種大量生産」、これは日本を念頭におくよ
うな、車をつくる場合も同じラインに違う品種の車が流れるといいますか、 し
たがってそこでは担われる技能が統合型技能、場合によってはただちにそこで
一定の検査能力をもつことが要求されるといった意味で、多少とも複能型技能
図３　Socialprotectionandpredictedskillprofiles
（Source）  P.A. Hall, and D. Soskice （eds.） （2001） Varieties of Capitalism: The Institutional 
Foundations of Comparative Advantage, Oxford University Press, p.154.
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が養われる。そういった多品種大量生産のある種日本型が最も典型的なところ
では、個々の企業でのオン・ザ・ジョブ・トレーニングによって ﬁrm-speciﬁc 
skills が養成される。それによって、その労働者は自社の機械もラインもよく
知っているし、作られる製品もよく知っている。そういう意味で多少とも長き
にわたって企業独自な技能がつくられていく、 と。
　そういうあり方と、 ――ここでいう限りでの社会的保護ですが――雇用保障
と失業補償（失業した場合の所得保障）というものが、 ある程度対応している
というわけです。つまりオン・ザ・ジョブ・トレーニングですから企業の側か
らいうと、一定程度長くいないと訓練コストが無駄になりますし、他方そういっ
た保障がないかぎり労働者もそこに留まっていないでしょう、 と。その意味で、
雇用が多少とも中長期に保障されるという長期雇用慣行の下で ﬁrm-speciﬁc 
skills がつくられていく。それと生産レジーム、製品市場戦略が大きくマッチ
しているといった、そんな議論です。
　ただ、そうした大量生産ばかりではないので、 ②と③は 70 年代以降ずっと
議論されてきた事柄ですが、まず②は、 サード・イタリーとかドイツ南部のク
ラフト的な技能をベースにするようなニッチ市場向け高品質生産ですね。注文
生産みたいな製品市場戦略です。そういう産業特殊的な職人的技能が養成され
るところでは技能がそれぞれ資格をもってつくられますから、ひろく企業を渡
り歩くことも構わない。少なくとも、1 つの産業でクラスターをなして産業地
域がつくられているという意味で、雇用保障といったものは比較的低い、個々
の企業に留まっていないということも含めて、雇用保障はないのに対して、し
かし失業した場合にはかなりの程度で所得が保障される。そういった社会的保
護と技能形成が整合性をもっているという議論です。これは一般に、 山之内靖
さんたちが訳したピオーリ、 セーブル『第二の産業分水嶺』などでフレキシブ
ル・スペシャライゼーションというふうに言われてきた事柄です。
　それに対して③は、 ドイツの、必ずしも小規模生産ではない「多品種高品質
生産」で、ストリークなんていう人がこういう用語法を使いました。そこでは、 
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産業特有な技能資格制度がデュアル・システムというかたちでしっかりできて
いて、そのもとでしかし企業内でもやはり独自の技能も培われています。そう
いった意味で産業特殊・企業特殊的スキルが培われているあり方と、先ほどいっ
た意味で、雇用も保障され失業補償も潤沢であるいった社会的保護がマッチす
る。これは後段の welfare without work という議論とちょっと関連するので
すが、 少なくともそういったものと整合します。他方、 アメリカなどは、先ほ
どいったようなかたちで、大学であるいは大学を出たような人たちが、非常に
高レベルで切り換え可能な技能を培われており、 企業などに必ずしも長期に帰
属しないで、ラディカル・イノベーションというものを担っていく。そこでは
雇用の保障もないし、 失業補償も自己責任なので、失業時の所得保障のレベル
も低い。
　以上のように、 雇用保護・失業補償と技能形成との間の適合関係が捉えられ
ます。社会保障をさしあたり、 雇用がどの程度保護されるかということと失業
した場合の所得保障ということの２つの軸でもって捉え、それらが技能形成の
ありようと整合性をもっているのだという議論をやってみせるのです。そして
ある意味では、こうした技能をどうつくるかというところにアクセントをおく
生産の掴みかたというのでしょうか、それと、この限りでの社会保障というの
がたいへんよく選択的親和性をえているということを、 ――それが何を根拠と
してかという問題はあるにしても、 ――例えばエステベス‐アベたちの議論は
提出してみせるわけです。これが彼（女）らの議論の最も興味深いところの 1
つと私には思えます。
2.　比較福祉資本主義論
福祉レジームの類型化
　対するに、エスピン‐アンデルセンたちの比較福祉資本主義論の議論はご存
知の方が多いのでほとんど内容に立ち入らなくてよいかと思いますので、簡単
に飛ばします。表１には、エビングハウスたちがエスピン‐アンデルセンの議
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論をわかりやすくまとめたもので、自由主義、 保守主義（キリスト教民主主義）、 
社会民主主義という 3 つのタイプがあがっています。彼らの指標はまず第一
に「脱商品化指標」。もし労働力として提供できない場合にどの程度社会権が
保障されるかという意味合いの、労働力の商品性からの脱却度、例えば失業し
た場合や労働を提供しない場合の所得代替率ですね。あるいはその所得を受給
できるための資格要件ですね、 どのくらい（何年）保険料を払っているかとか
です。それから財源のうち個人負担がどのくらいの割合があるのかといったも
のを指標にしながら、それを脱商品化指標といったわけです。それが非常に低
い自由主義の世界と、商品性脱却度が高い社会民主主義の国、したがって社会
権が確保される世界との対照、 そしてそのミディアムに保守主義があるという
ように（福祉国家は不平等を是正するのみならず階層化を維持・促進しうると
いう「社会的階層化」指標については省略します）。
　自由主義の国では、 社会権のベースにミーンズ・テストが伴う、必要（ニー
ズ調査）に基づいて社会権が保障されるという傾向が強い。対して保守主義の
場合には、 雇用を提供しているかぎりでそれが確保される。したがって雇用を
提供しない早期退職者だったり家庭の主婦であったりというのは、必ずしも
ここではちゃんとした力をもっていない。したがって male-bread-winner 型
という性格を持ちがちだといわれる。それに対して社会民主主義は、 むしろ普
遍主義、選別主義ではなくて普遍主義であり、国民に総じて社会権が享受さ
表１　Esping-Andersen'sthreeworldsofwelfarecapitalism
Regimes ‘Liberal’ ‘Conservative’ ‘Social-democratic’
Prime examples: USA, UK Germany Sweden
De-commodiﬁcation Low Medium High
Social rights Need based Employment-related Universal
Welfare provision Mixed services Transfer payments Public services
Beneﬁts Flat beneﬁts Contribution-related Redistributive
（Source） Bernhard Ebbinghaus and Philip Manow （2001） Comparing Welfare Capitalism: Social Policy 
and Political Economy in Europe, Japan and the USA, Routledge, p.9. 原典は G. Esping-Andersen, 
（1990） Three Worlds of Welfare Capitalism, Princeton University Press; cf. Kohl,J. （1993）‘Der 
Wohlfahrtsstaat in vergleichender Perspective. Anmerkungen zu Esping-Andersen's “There 
Worlds of Welfare Capitalism”’, Zeitschrift für Sozialreform 39(2), 67-82.
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れるという議論ですね。あともう一つ、 福祉の供給の度合いがどうなっている
か、福祉サービスの提供が民間、家族、国家のどこに比重をおいているかとい
う分け方があります。自由主義は mixed であり、 保守主義は基本的に所得移
転部分が多い。つまり保険原理でその職域ごとに保険に加入した人たちが年金
だけではなくて医療保険も含めて保障されるという意味で所得移転支払いが多
く、そういうかたちの transfer payments が支配的です。他方、 社会民主主義
はむしろ公的部門のサービスが高いといいますか。そんな対比でしょうか。し
たがって、 保守主義は掛け金が保険原理ですから所得比例型の給付がえられる
のに対して、社会民主主義は税原理の所得再分配が基調である、 といった比較
がなされるわけです。
福祉レジームと雇用レジームの関連づけ
　そうした比較をやりながら、福祉と雇用の関係が論じられる。彼らの議論の
特徴は、福祉と雇用の関係をどう捉えるかというところで、福祉レジームに大
きく制約されながら雇用のありようを考えるというフレームワークになってい
ます。それで〈福祉‐雇用ネクサス〉論ですが、例えばエビングハウスなど
もこういう用語法で使います。これはよく知られていることなので簡単にい
きます。もともとワークフェア論が出てきた自由主義における福祉と雇用と
の関係は、福祉給付の条件として働きなさいという意味でワークフェアと言
われますが、労働市場への拘束を強めるという意味で labor-force attachment 
approach などと呼ばれます。それに対して保守主義の場合には、 職域ごとの
プログラムで格差を維持しながら、いわば格差温存型のかたちで、 労働市場
への関わりを強化します。その意味で labor-market reintegration approach。
他方、 社会民主主義はむしろ human-capital、積極的労働市場政策で新しい技
能を身につけるための訓練プログラムというものを公的に設計してそこに労働
者を誘導していく、そういうかたちで employability 就労可能性を高める、そ
んな意味で human-capital approach というのが社会民主主義ではとられてい
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るということです。そういった福祉レジームと雇用レジームとの関わりが大き
く適合しているという議論をやるわけです。
機能代替にも注目した類型化
　ただこれだけですと 3 類型論になるので、三浦まりさん（2003 年の論稿）が、
日本を捉えるにはこれでは不十分だ、 補完関係でばかり議論しているけれども、
機能代替という面も入れながら労働市場規制、とくには雇用保障と所得保障と
の関係を考える必要がある、 と主張しています（図４）。この三浦さんの分類
法では、通常は雇用の保障も高いし失業時の所得保障の割合も高いという意味
で「完全雇用・福祉国家 welfare with work」型といいますか、あるいは社会
民主主義型というのと、所得保障も低いし雇用保障も低いという意味でのワー
クフェアとの対比、こういう社会民主主義型対アメリカ型という対比論はよく
ある、 と。しかしそれだけでは不十分で、 むしろどんなふうに所得保障と雇用
保障が、補完というよりは機能において代替しているかというところを、 三浦
さんは出してきたかと思います。
図４　雇用と福祉の４類型
（注）英語表記は筆者による。
（出典）三浦まり（2003）「労働市場規制と福祉国家――国際比較と日本の位置づけ」、
埋橋孝文編『比較のなかの福祉国家』ミネルヴァ書房、第 4 章、p.112。
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　一つは welfare without work、 これは大陸ヨーロッパを特徴づけます。こ
のタイプは水島（治郎）さんもお書きになっていますが、早期退職を促した
り、サブシディアリティ原理によって育児とか介護などのケアはファミリーと
くに女性が担うものとされ、 したがって女性の社会への進出が促されない、そ
の意味で without work という性格が強く、ただし所得保障という welfare は
male-bread-winner に限定されるかたちで高く保障される。そういう構造を
もっている。それに対して日本はどうなっているかというと、 むしろ welfare 
through work です。長期の雇用慣行によって、 雇用保障を通じて、 これが
welfare の代替をなしているわけです（やや異なる文脈ですが、広井良典さん
のいう「公共事業型社会保障」）。雇用を通じて社会保障が行われ、所得保障と
いう点では確かに低いかもしれないけれども、雇用が持続するという意味で高
い成果を収めている。という点で、 ( ドイツに典型的な ) 大陸ヨーロッパ型と
日本は対極をなすのだというのが説明できるフレームワークとして、 雇用保障
と所得保障の関係を出してきたのが、三浦さんの仕事の面白いところだと思っ
ています。
　そんなかたちで、3 つのウェルフェア・キャピタリズム、あるいは 4 様のそ
れが論じられます。エビングハウスという人は南ヨーロッパ、南欧型がファミ
リーをよりベースにおくような独自な福祉レジームだとして、4 類型論という
のを打ち出していますが、それはまた後に議論するときがあればと思います。
3.　レギュラシオン学派の比較経済制度論
政治・経済的均衡としての制度
　つぎにレギュラシオン学派ですが、 わたしは、 このフランス出自の制度の経
済学の生成史、あるいはその現代資本主義論をずっと追ってきた経緯がありま
す。社会的コンフリクトがどのように制御・調整されるか（レギュラシオン）、
社会階級・集団間の対抗がどのような妥協のかたちをとるか、その如何によっ
てマクロ経済の動きを観察しよう、 捉えようというアプローチを、 一般にレ
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ギュラシオン・アプローチといっています。
　この学派が一方で、先ほど出ましたデヴィッド・ソスキスらの議論を見なが
ら、他方でエスピン‐アンデルセンとも一定の交渉を持ちながら、両者を統合
するようなフレームワークづくりなり研究を最近やっていて、これがとても興
味深いと思われますので、それを再構成した経緯があります。その特徴的なと
ころだけすこしお話します。レギュラシオン学派の視点として、彼らは「政治
‐経済的均衡としての制度」という制度概念をとります。この学派の創始者で
あるミシェル・アグリエッタという人が、70 年代半ばに書いた著作でこんな
言い方をしています。「社会制度は、社会的コンフリクトの産物であると同時に、 
紛争の当事者を規格化するものである」（『資本主義のレギュラシオン理論』）。
社会的コンフリクトの所産、 コンフリクトの妥協のかたちが制度なので、その
制度がどうあるかというところに着眼してマクロ経済の動きをみようとまず言
います。しかし一旦できた制度は、その制度に合意した人たちを大いに制約し
てしまいます。そういう意味で制度は行動をパターン化するという役割をもち
ます。そうした両面を見ながら、――制度がどう形成されるか、 そして一旦で
きた制度がどんなふうに人々の行動パターンをつくっていくかという、――そ
うした両面を見ながら、 社会制度論を展開します。これがレギュラシオン学派
の面白さの 1 つかと思います。
　ゲームのルールとしての制度認識、これはノーベル賞をとったダグラス・ノー
スの制度観です。制度はゲームのルールであってアクター（プレイヤー）はそ
の下で行為する。ルールとプレイヤーとをはっきり区別しよう、両者を峻別し
てルールの方を制度と考える。しかし、 現実には行動しながらルールが変えら
れていくということがあるんで、アクターがルールを内面化したときにのみ自
己拘束性をもつ制度が生じる、 したがってそこまで考えて制度を捉える必要が
あるといったのが青木昌彦さんなどの議論です。それをゲームの均衡としての
制度観と言うわけです。こうした両者の制度観、すなわち制度・ルールは創ら
れていくので制度生成論が必要である、 と同時に、 一旦できた制度はその下で
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アクターの行動を制約するので、あるいは行動をパターン化するので、その両
方を見ないといけない、 と。こうした制度観をふまえて、 しかし社会的コンフ
リクトの中で 2 重の制度を考えましょうというのが、 レギュラシオン学派第 2
世代の――最近注目を浴びている――ブルーノ・アマーブルという人です。青
木昌彦さん自身は、 ゲームの均衡としての制度とゲームのルールとしての制度
を統合しようとするのですけれど、社会的コンフリクトをベースにそれを考え
るというところまではやっていない。したがって、 アマーブルは青木批判を含
んで議論を立てているわけです。
ＶＯＣアプローチへの 3つの批判
　では、 そのもとでどのような国際比較をやっているか。さしあたりはＲ . ボ
ワイエが『資本主義 vs. 資本主義』という本の中で、 先ほどのホールとソスキ
スの議論を検討しながら 3 つくらい批判点をあげています。その第 1 として、 
VOC アプローチでは比較の準拠枠が市場経済システムの二項対比論になって
いる、 もうすこし比較の準拠枠を拡張しましょう、 と言って図５、図６をあげ
ています。
　説明しないまま図だけを見ていただくというのはまずいんですが、従来の経
済学での制度の捉え方としては、「市場と企業」（コース、 ウィリアムソン）、 「国
家と市場」、 「国家と企業組織」という違う原理で動いている対比を軸にしてき
ましたが、そこに、――これはボワイエ自身の用語法ですが――シビル・ソサ
イエティ、市民社会という局面をちゃんと入れましょうと言います。その市民
社会の内容が何であるかということが問題ですけれども、それは図６にありま
すように、広い意味でアソシエーションですね、それからアソシエーションも
含みながらネットワークといいますか、 そういったものも経済の調整様式、あ
るいは何らかのパワーの配分のアクターとして考えましょうと言って、従来の
市場と企業組織でも国家でもないアソシエーションの領域に着目しています。
とくにアソシエーションという言葉で彼が何を意味しているかというと、 直接
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には労働組合です。直接には労働組合ですが、合わせて先ほど言いましたよう
な商工会議所などがかなり力説されます。技能資格制度を有効に設計していく
ような担い手として。そういう事業者団体ですね、経営者団体とか、時には業
界団体とか、そういったビジネスのアソシエーションも合わせて考えましょう、 
と。それがしかも単体ではなくて、 何ほどかネットワークをつくっていくもの
として。さらに、ボワイエと共同研究をした J. R. ホリングスワースという人
がいますが――この人はネオ・ポランニアンです――、 互酬制度といいます
か、reciprocity、互酬とか信頼といったものをベースにおくような関係として
図５　さまざまな制度派理論の総合的表示
（出典）Ｒ．ボワイエ（2005）『資本主義 vs 資本主義』藤原書店、p.53。
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コミュニティそれ自身が一個の社会経済の調整の担い手になると言います。コ
ミュニティといったものも、 行動の動機としては social obligations を付与し
ながら、ヒエラルキー的ではないものとしてパワーの配分にかかわるのだ、 と。
つまり、アソシエーション、ネットワーク、コミュニティといったあり方を正
当に視野に組み込んで国際比較をしなければならないというふうに出したのが、
図５、図６です。これらの調整様式が入らないような、 市場と非市場、市場対
コーディネーションといった国際比較の仕方は不十分だというのが、 ボワイエ
らの VOC アプローチ批判の 1 つです。
　それから第 2 の批判点として「制度賦存」。比較優位をなぜもつかの説明と
して、 その国は独特な自然資源や労働力をもっているという要素賦存という議
論があります。生産要素がそこに所与として与えられているから比較優位をも
つのだという議論があったのですが、そうではなくて制度が与えられている、 
制度の賦存が比較優位の基礎なのだというのが、 VOC アプローチの特徴です。
ただ、こうなるとダイナミックな国際比較ができない。動態比較をじゃあどう
するんだというのがボワイエの VOC アプローチに対する批判です。ダイナミ
図６　制度的配置の一般的枠組み
（出典）図５と同じ。p.121。（一部訂正）
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ズムが出てこなくなる、 と。制度賦存によってある経済のパターンが決まって
くるというのでは、とくに 1990 年代以降のニュー・エコノミーといいますか、
ポスト工業化、情報技術革新をベースにした動きが捉えられない、そうした
90 年代以降の構造変容の中の多様性を正当に検出しなければならない、 とい
うのがボワイエ、 あるいはアマーブルなんかの議論です。これは私もほんのス
ケッチですけど、最近のボワイエのニュー・エコノミー論をまとめました。同
じ情報通信技術革新をベースにしながら、アメリカ型に対して社会民主主義型
のレジームがある。生産の局面では必ずしもそうではないけれども、利用・普
及の面でたいへんうまくそれを処している社会民主主義型があるのだというの
で、情報通信技術革新の 2 様（または 3 様）のパターン、タイプを検出している。
そうした最近のボワイエの研究があります。これが第 2 の点です。
　第 3 点は、政治学者が企業論にどんどん入っていく反面、 レギュラシオン・
アプローチをとる人たちはむしろ政治システムと経済システムの関係がどうで
あるかというところが最近の関心です。したがってボワイエは、 政治学者に政
治的なものに対する過小評価があるとしてソスキスなんかを批判するわけで
す。こうした発言の中に――直接ボワイエは言っていませんが――、この政治
的なものの過小評価が生ずるということのなかに、先ほど来でてきた politics 
against markets 問題、どうも資源動員論といったものへの視点がするっと抜
け落ちないかという危惧をおそらくボワイエはもっているのではないかと思い
ます。あるいはアマーブルもそういった示唆をしているところがあります。こ
れが 1 つのポイントになるかと思います。
比較資本主義の５類型論
　ホール、ソスキスの二項対比論がそもそもボワイエらにとっては批判の対象
になるわけですが、しかしそのベースに何があるかということは省きます。〈イ
ノベーションと生産の社会的システム〉論なんていうちょっと面白い、レギュ
ラシオン・アプローチの中ではかなり大きな議論があるのですが……。一方で
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はそういった研究を踏まえながら、 他方でエスピン‐アンデルセンの比較福祉
レジーム論を取り込みながら、アマーブルは 5 様の資本主義論を展開します。
大陸ヨーロッパ型と北欧型が区別されるというのは容易に想像がつくかと思い
ますが、 とくに南欧型資本主義が独自なタイプとして検出されます。労働市場
が硬直的で、技能形成制度が非常に弱く、それから社会保障においてファミリー
がかなり軸になっていて低い、 と。そうしたものを 1 つのクラスターとしても
つ南欧型資本主義があるのだというので、5 つの資本主義論が打ち出されます
（図７、表２）。そのもとで彼らがアクセントをおくのは、大陸型ヨーロッパに
かんしては「雇用なき福祉」といいますかね、その面でかなり懐疑を示してい
ます。技能資格制度はそこで重視されるけれども、技能が養成されていく階層
図７　市場軸・福祉軸からみた各国モデル・各モデルの位置
（出典） 山田鋭夫（2007）「資本主義の多様性」、『比較経済研究』第44巻第１号、2007年１月、
p.20。原典は Amable（2003）。
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表２　資本主義の５つの理念型
制度エリア 市場ベース型経　　　　済
社会民主主義型
経　　　　　済 アジア型資本主義
大陸欧州型
資 本 主 義 南欧型資本主義
製品市場競争 価格競争が極め
て重要
製品市場におけ
る国家の非関与
市場（価格）シ
グナルを通した
コーディネーシ
ョン
対外競争と外国
投資への開放
品質競争が極め
て重要
製品市場におけ
る国家の高度な
関与
市場シグナル以
外のチャネルを
通した高度なコ
ーディネーショ
ン
対外競争と外国
投資への開放
価格競争と品質競
争がともに重要
国家の高度な関与
高度な非価格的
「コーディネーシ
ョン」
外国企業と外国投
資からの保護は大
大企業の重要性
価格競争が適度に
重要
品質競争の重要性
が比較的高い
公共機関の関与
比較的高い非価格
的「コーディネー
ション」
外国企業と外国投
資からの保護は小
品質ベースでなく
価格ベースの競争
国家の関与
非価格的「コーデ
ィネーション」は
ほとんどない
対外貿易と外国投
資からは適度に保
護
小企業の重要性
賃労働関係 低い雇用保障
外的フレキシビ
リティ：一時的
労働依存の容易
さおよび雇用・
解雇の容易さ
積極的雇用政策
の不在
守りの労働組合
戦略
賃金交渉の分権
化
中程度の雇用保
障
コーディネート
あるいは集権化
された賃金交渉
積極的雇用政策
強い労働組合
協調的労使関係
大企業内での雇用
保障
制限された外的フ
レキシビリティ
二重労働市場
年功序列賃金政策
協調的労使関係
積極的雇用政策の
不在
強い企業別労働組
合
賃金交渉の分権化
高水準の雇用保障
制限された外的フ
レキシビリティ
雇用の安定
紛争的な労使関係
積極的雇用政策
中程度に強い労働
組合
賃金交渉のコーデ
ィネーション
雇用保障（大企
業）は高いが二重
構造がある：一時
的・パートタイム
労働の雇用におけ
る「フレキシブル」
なフリンジ
労使関係における
コンフリクトの可
能性
積極的雇用政策の
不在
賃金交渉の集権化
金 融 部 門 少数株主に対す
る高い保護
所有集中度の低
さ
機関投資家が極
めて重要
活発な企業コン
トロール市場
（乗っ取り、Ｍ
＆Ａ）
金融市場の高度
な洗練化
ベンチャー・キ
ャピタルの発達
所有集中度の高
さ
機関投資家の高
い割合
企業コントロー
ル市場（乗っ取
り、Ｍ＆Ａ）の
不在
金融市場の非洗
練性
金融取引は銀行
に集中
非有力株主に対す
る低い保護
所有集中度の高さ
コーポレート・ガ
バナンスにおける
銀行の関与
企業コントロール
市場（乗っ取り、
Ｍ＆Ａ）は不活発
金融市場の非洗練
性
ベンチャー・キャ
ピタルの制限され
た発達
金融取引は銀行に
集中
非有力株主に対す
る低い保護
所有集中度の高さ
企業コントロール
市場（乗っ取り、
Ｍ＆Ａ）は不活発
金融市場の洗練度
は低い
ベンチャー・キャ
ピタルの適度な発
達
金融取引は銀行に
集中
企業の投資資金調
達における銀行の
重要性
非有力株主に対す
る低い保護
所有集中度の高さ
銀行ベースのコー
ポレート・ガバナ
ンス
企業コントロール
市場（乗っ取り、
Ｍ＆Ａ）は不活発
金融市場の洗練度
は低い
ベンチャー・キャ
ピタルの制限され
た発達
金融取引は銀行に
集中
社 会 保 障 社会保障の低さ
国家の低い関与
貧困緩和を重視
（社会的セーフ
ティネット）
ミーンズテスト
による給付
民間基金の年金
システム
高水準の社会保
障
国家の高い関与
公共政策や社会
において福祉国
家が極めて重要
低水準の社会保障
貧困緩和のための
支出
福祉における公的
支出の低い割合
GDP における福
祉支出の低い割合
高度な社会保障
雇用ベースの社会
保障
国家の関与
社会のなかで社会
保障が極めて重要
保険料によって賄
われる社会保険
賦課方式の年金制
度
中程度の社会保障
貧困緩和や年金を
重視する支出構造
国家の高い関与
教　　　　育 低い公的支出
極めて競争的な
高等教育システ
ム
均質的でない中
等教育
脆弱な職業訓練
一般的技能を重
視
生涯学習
高水準の公的支
出
高い進学率
初等・中等教育
の質を重視
職業訓練の重要
性
特殊的技能を重
視
再訓練の重要性
生涯学習
低水準の公的支出
高い進学率
中等教育の質を重
視
企業ベースの訓練
科学・技術教育の
重要性
特殊的技能を重視
脆弱な企業外の生
涯学習
高水準の公的支出
中等教育における
高い進学率
均質的な中等教育
を重視
発達した職業訓練
特殊的技能を重視
低い公的支出
高等教育における
低い進学率
脆弱な高等教育シ
ステム
脆弱な職業訓練
生涯学習の不在
一般的技能を重視
（出典） ブルーノ・アマーブル（2005）『５つの資本主義――グローバリズム時代における社会経済システムの多
様性』藤原書店、p.137。
千葉大学　公共研究　第４巻第４号（2008 年３月）
117
と、そうではない階層が両極に分解する可能性があるぞというのを、アマーブ
ルはこの『5 つの資本主義』という著作の最後の章でちょっとこだわっています。
Ⅱ　〈労働‐福祉ネクサス〉論をめぐる争点 
1.　 ﬂexicurity 論の評価をめぐって
「黄金の三角形」――デンマークの経験
　そうした文脈でアマーブルらが大いに期待をしているのが、 例のデンマー
ク・モデル、〈ﬂexicurity〉戦略です（最近、評価に変化があるようですが）。
これをどう評価するかというのがたぶんここでの議論の 1つになると思うので
すが、〈ﬂexicurity〉戦略というものの積極的評価というのは、ボワイエもアマー
ブルも期待を寄せている 1 つの戦略だという意味で、すこし見ておきたいと
思います。〈ﬂexicurity〉戦略、時には〈learnfare〉モデルというようにいわ
れたりすることもあります。これは端的に言えば、労働市場の柔軟性という意
味での ﬂexibility が必要だけれども、ただこれは言わばネオ・リベラル的とい
いますか、単純に労働市場の規制をとっぱらえばそれでよしというわけでは決
してないでしょう。どういう意味での ﬂexibility なのかというところが問題に
なりますが、端的に、時間賃金率なんていう労働市場における価格シグナルに
よって労働力が配分されていくのではなくて、むしろ労働組織の柔軟性といい
ますかね、労働組織の編成がいかに柔軟に構築できるかというところが彼らの
1 つのアクセントになりますが、そういった労働市場が柔軟になりながら、し
かし他方で雇用の安定性 security が得られるあり方を、デンマークは 1994 年
以降〈ﬂexicurity〉戦略というかたちで追求してきました。そこに相当思いが
託されているというところがあります。
　その点だけすこし紹介しようと思いまして、図８を示しました。これはデン
マークの経験をさし、The “golden triangle” of ﬂexicurity。簡単に言えば、 雇
用の柔軟性が一方で得られる、したがって三角形の上側の Many job openings。
解雇の自由というところをどう捉えるかということが労働法の専門家から見る
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と大きな問題を含むと思いますが、解雇に比較的制約がなく、同時に労働者の
移転の自由が比較的高いというのが、 上側の労働市場の柔軟性。そして一旦失
業してしまった場合には、 失業の保障が高い。High level of compensation で
す。先ほどの言葉でいうと所得保障ですね、 失業時の所得保障が高い。そうい
う意味での社会保険制度が充実しているというのが、左側ですね。ただし、 も
しもこの 2 つだけですと、労働へのインセンティブが失われていくわけです。
したがって、15 歳から 25 歳の労働者がこの失業給付を受けてきたときには、
1 年経ったところで、 向こう 1 年半の研修プログラムに加わるか、あるいはこ
れまでの失業給付を半減するかということを迫る。そういうかたちを通して
Active labour market policy といいますか、新しい労働市場、――まあエンパ
ワーメントといいますか――自らでスキルをつけていくようなプログラムの方
に導いていく。そういうかたちで右側の方に、単なる所得保障を超えた技能形
図８The“goldentriangle”offlexicurity
（Source） Peter Auer, and Sandrine Cazes（eds.） （2003） Employment Stability in an Age 
of Flexibility: Evidence from Industrialized Countries, p.101. 原 典 は Arbejds-
ministeriet（1999）。
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成という意味でのアクティブな方に促していく。そういうかたちの learnfare
をつうじて再び労働市場に立ち戻れるようにという制度設計が、 94 年以降デ
ンマークでは 1 つの実験として進められてきました。
　しかも、 これは国民的プログラムというよりは、14 くらいのリージョンが
あるわけですけれども、その地域の協議会をつくって基本的にその地域の協議
会が地域の労働プログラムについての立案と実施の責任をもつといったこと
が、いわば雇用政策の分権化ということとセットになって、この〈ﬂexicurity〉
戦略がとられたという経緯があります。そういうかたちでデンマークはこの
golden triangle がうまくつくられたといいますか。そういう事柄に大いに着
眼しながら、このあり方が、 単純な市場原理によって自由な労働市場をつくる
というようにはいかない、 むしろ技能をつくるかたちでエンパワーするといい
ますかね、 その施策づくりが大いに力説されるような議論です。アマーブルた
ちはこうした戦略に大いに期待するわけですが、 この点をどう評価するか。
flexicurity 論の評価をめぐるポイント
　さて、 そろそろ時間がありませんので、 ポイントをいくつかだけ。また、〈労
働‐福祉ネクサス〉論でなぜ労働かという点についても最後に論及します。
　第 1 に、 VOC アプローチなりその「社会的保護」論に対する批判について。
VOC アプローチを、宮本太郎さんなどはちょっと辛口に批評しています。も
ともと宮本さんは有斐閣アルマの『比較政治経済学』でソスキスなどの議論を
紹介されてきましたから、内在的な批判になっているかと思うのですが、こん
な言い方をされています（同「福祉レジーム論の展開と課題」、埋橋孝文編前
掲書、2003 年）。先ほどの社会的保護というのは「市場に反する政治」か否か
にかかわる議論です。「福祉国家形成における労働運動の資源動員の役割を強
調するエスピン‐アンデルセンに対して、ソスキスらは制度形成における経営
者と労働者の合理的選択を強調し、福祉制度の形成が技術形成を介して生産性
と連携する論理を重視する」。これはおそらく、 労働運動だけでコーポラティ
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ズムを説明してきた流れに対して、むしろビジネスのアソシエーションが説明
要因としては必要だということを出した VOC アプローチに対して、それを合
理的選択論というふうに言い切られる。もちろんその性格をもつと私も思いま
すが、その面だけで吹っ切ってしまいますと、 ちょっと面白みが無くならない
か。つまり、 技能形成のあり方がどんなふうに出ているかというところですね、
ランク・アンド・ファイルの労働者にとってのエンパワーメント、もっと言う
とケイパビリティをどう高めるかという点まで考えてこの技能形成を本格的に
論ずるならば、この捉え方ですとすこしきついのではないでしょうか。
　そのとき、たぶんこういう議論をするときには競争力とか生産性というもの
が従来のコンセプトのまま捉えられがちだというのが私の感想です。例えば競
争力概念についても、少し前にレギュラシオン学派のバンジャマン・コリアと
いう労働経済学者が、こんな言い方をしています。従来の競争力概念がちょっ
と狭いと。労働生産性とか企業競争力という面だけで一国の競争力というのを
考えすぎなのではなかろうか。もうすこし包括的な競争力概念を考える必要が
ある、 という文脈で。こう言います。「競争力の観念に関して『包括的な』こ
のアプローチによると、 対外パフォーマンスの指標に、 対象となる国の『福祉
4 4
』
の変化に係わる指標
4 4 4 4 4 4 4 4 4
を組み合わせるのがふさわしい。雇用水準、労働時間、購
買力、集合財（保健・医療サービス、教育など）の変化が考慮されるべきエレ
メントとして浮かび上がってくる」（バンジャマン・コリアほか「日本経済の
競争力の限界」、山田鋭夫／ロベール・ボワイエ編『戦後日本資本主義――調
整と危機の分析』第８章、藤原書店、1999 年、p.296、力点原著者）。そういっ
たものを含みこんだかたちでの国民の競争力といいますかね、そういったこの
コンセプトの鋳直しといいますか、再定義というものが必要でしょう、 と。そ
の点に立ち入らないで技能形成から生産性の論理へと直結させるということだ
けの評価ですとちょっと厳しいかな、 と。もうすこし大切にしていい議論が中
に入っているのではなかろうかというのが私の感想です。
　次に、〈ﬂexicurity〉戦略というモデルはいくつか問題をはらんでいます。
千葉大学　公共研究　第４巻第４号（2008 年３月）
121
モデルの課題としては 4 つくらいです。⑴柔軟な労働市場はいいのだけれども、
従業員の生産性テストが行われて、非熟練労働者にリスクが、しわ寄せがいく
ことがありうる。それから、⑵手厚い失業保険のもとで低所得者層に労働イン
センティブの減退が生ずる可能性があり、これにどうやって歯止めを打つかが
まだ残されている。さらに、⑶積極的労働市場政策は大いにコスト非効率であ
るということが最近の研究で分かってきた。そして、⑷ただ好況局面には新し
い労働市場に促していくという点で有効だけれども、不況局面にはついては必
ずしも有効ではないという議論。これは表３に紹介があります。『日本労働研
究雑誌』（2004 年 7 月号）に載った勇上和史さんの「欧米における長期失業者
対策」という論文は、いわゆる所得保障を超えた積極的労働市場政策といった
ものの評価について立ち入った議論をやっています。いわゆる職業訓練という
のは必ずしも雇用効果は大きくないというのはよくいわれていることかもしれ
ません。それに対して職業紹介ですね。active には面接、カウンセリング云々
というのがあります。それから passive には失業給付受給のモニタリング等々。
これはかなり対費用効果があるということがいくつかの研究で出ているようで
す。こういった面で積極的労働市場政策といわれるものもすこし立ち入って検
討する必要があるということが出されていますので、そこらあたりの議論を踏
まえてこの ﬂexicurity 論は検討する必要があろうかと思います。
　それから欧州雇用戦略ですが、こういった employability を高め、――社会
的経済といわれる――地域での雇用創出を含めた entrepreneurship をつくろ
うというのが、 EU レベルで雇用戦略として提起されています。そして先ほど
言いました労働組織の柔軟な編成。単純な労働市場の ﬂexibility ではないあり
方が出ていたり、もちろん男女機会均等で女性の就業率をもっと高めましょう、 
セグリゲーションというのをチェックしましょう、もちろん賃金格差も。とい
うことを含めた full employment という議論があります。そういった欧州雇
用戦略で、失業率を低めるというよりはむしろ就業率を高めるといいますかね。
そういった意味での full employment という議論があります。
比較制度論の視点と〈労働‐福祉ネクサス〉
122
表
３
　（
長
期
）
失
業
者
を
対
象
と
し
た
積
極
的
労
働
市
場
政
策
と
そ
の
評
価
の
概
要
政
策
内
　
　
容
評
　
　
価
課
　
　
題
労
働
供
給
面
の
政
策
職
業
訓
練
座
学
、
企
業
に
お
け
る
O
JT
等
に
よ
る
職
業
訓
練
機
会
の
提
供
お
よ
び
訓
練
費
用
の
助
成
一
般
に
費
用
対
効
果
は
小
さ
い
が
、
景
気
拡
大
局
面
で
は
短
期
的
に
効
果
あ
り
。
ま
た
労
働
市
場
で
不
利
な
立
場
に
い
る
層
、
成
人
女
性
を
対
象
と
し
た
小
規
模
施
策
は
効
果
あ
り
。
成
人
男
性
へ
の
効
果
は
不
確
定
厳
密
な
対
象
者
選
定
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
規
模
を
抑
え
る
こ
と
、
O
JT
要
素
の
重
要
性
（
特
に
地
域
の
事
業
主
と
の
連
携
）
職
業
紹
介
Ac
tiv
e：
面
談
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
、
面
接
の
訓
練
、
求
職
活
動
支
援
施
設
の
設
置
、
再
就
職
一
時
金
等
Pa
ss
iv
e：
失
業
給
付
受
給
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
求
職
活
動
要
件
の
厳
格
化
等
一
般
に
、
非
常
に
費
用
効
果
的
。
た
だ
し
、
景
気
の
縮
小
局
面
で
は
効
果
が
な
い
、
あ
る
い
は
若
年
失
業
者
に
は
、
景
気
状
況
に
関
係
な
く
効
果
が
な
い
と
す
る
評
価
も
あ
る
再
就
職
一
時
金
は
平
均
失
業
期
間
を
短
縮
す
る
が
（
ア
メ
リ
カ
）、
事
業
主
に
よ
る
悪
用
も
あ
り
う
る
労
働
需
要
面
の
政
策
雇
用
助
成
事
業
主
へ
の
雇
用
・
賃
金
助
成
（
主
に
若
年
、
長
期
失
業
者
対
象
）
デ
ッ
ド
ウ
ェ
イ
ト
・
ロ
ス
、
置
換
効
果
が
非
常
に
大
き
く
雇
用
の
純
増
は
小
さ
い
な
ど
効
率
性
は
低
い
。
し
か
し
長
期
失
業
者
へ
の
雇
用
機
会
の
提
供
は
、
公
平
性
の
観
点
か
ら
は
望
ま
し
い
事
業
主
に
よ
る
制
度
濫
用
防
止
の
た
め
の
利
用
制
限
の
強
化
は
、
事
業
主
の
利
用
し
や
す
さ
と
ト
レ
ー
ド
オ
フ
の
関
係
に
あ
る
直
接
雇
用
建
設
、福
祉
、地
方
自
治
体
等
、
公
共
部
門
に
お
け
る
一
時
的
な
失
業
対
策
事
業
（
特
に
不
況
時
）
失
業
者
の
持
続
的
な
雇
用
に
は
ほ
と
ん
ど
効
果
が
な
い
。
長
期
失
業
者
の
削
減
に
は
つ
な
が
ら
な
い
失
業
給
付
の
継
続
受
給
の
要
件
と
す
る
国
が
増
え
て
い
る
が
、
仕
事
の
提
供
は
短
期
に
と
ど
め
、
長
期
の
助
成
つ
き
雇
用
と
す
べ
き
で
は
な
い
開
業
支
援
相
談
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
、
技
術
援
助
、
信
用
供
与
等
に
よ
る
開
業
支
援
一
般
に
対
象
者
は
少
な
い
。
デ
ッ
ド
ウ
ェ
イ
ト
・
ロ
ス
も
大
き
い
。
廃
業
率
も
高
い
。
比
較
的
若
い
高
学
歴
保
持
者
に
つ
い
て
は
、
小
規
模
ビ
ジ
ネ
ス
の
開
業
に
効
果
あ
り
（
ア
メ
リ
カ
）。
多
く
の
国
で
は
控
え
め
な
評
価
対
象
者
の
限
定
が
必
要
（
女
性
、
高
齢
者
）。
開
業
後
の
経
営
指
導
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
が
重
要
（
出
典
）
 勇
上
和
史
（
20
04
）「
欧
米
に
お
け
る
長
期
失
業
者
対
策
」、
『
日
本
労
働
研
究
雑
誌
』
52
8
号
、
20
04
年
７
月
、
p.
22
．
原
資
料
出
所
は
、
M
ea
ge
r a
nd
 E
va
ns（
19
98
）、
D
ar
 a
nd
 T
za
nn
at
os
 （
19
99
）お
よ
び
M
ar
tin
（
20
00
）。
千葉大学　公共研究　第４巻第４号（2008 年３月）
123
　と同時に、 どんな仕事でもいいというわけではなくて、クオリティ・イン・
ワークといいますか、仕事の質といったものがやはり重要である。さらに 3 つ
目として社会的統合。エスニック・マイノリティという人たちをどうやって社
会に統合するかということも含め、 この 3 つをセットにして雇用戦略を進める
必要があるというのが、10 年近く前から、とくには 2003 年あたりから、 ヨー
ロッパ・レベルで顕著に出てきています。これは 1 つ注目すべきことで、 思考
の質としては ﬂexicurity 論と重なる議論かと思います。
2.　社会的排除・包摂論の問題
　最後に〈社会的排除・包摂 social exclusion‐inclusion〉問題。これは、本
当はもっと十分に展開したいところです。広井先生や石田（憲）先生も、こ
うした議論にたいへん関心をお持ちでずっとご研究なさっています。これに
ついては、A.S. Bhalla とか F. Lapeyre が social exclusion に抗してどうやっ
て新しい ―― 例えば社会的経済を通しながら―― social inclusion のかたち
をつくるかという点に腐心しています。宮本太郎さんも『思想』論文（2006
年 3 月号）で「所得再分配中心で、ニーズ決定型の福祉国家」から、 むしろ
social inclusion をベースにしながら、ニーズそのものが公共的討論のなかで
新たに合意されていくような「ニーズ表出型の福祉ガバナンス」といったも
のが重要だと、書かれています。これはまったく大切な議論で、 この方向を同
時並行的に考える必要があると思います。宮本論文にあげられている図では、
workfare 型ではない activation 型、 そして activation 型をさらに超えた full-
engagement 型（図９）。これは宮本さんが、就労促進にどうしてもある意味
では就労規範の強要という面があると言い、仕事が必ずしも賃金労働、雇用労
働だけではない多様な営み方があるので、その意味での full-engagement とい
うものが当然あって、そこをもっと出せるような社会形成のあり方が必要だと
いうふうに言われていますから、これを同時並行的に考える必要があります。
　ただ私からすれば、こうした議論が出てくると、労働の中での技能形成とい
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う議論がどうしてもやや希薄になるところがあるかと思います。私としてはむ
しろ、かつて『資本論』という書物を書いた人が、「労働における解放」と「労
働からの解放」を同時に進めなければならないと言ったことを想起します。つ
まり labour になってしまった労働、裁量権 power が奪われ意味 meaning が
失われた、そうした labour という意味での労働から、 裁量権と意味を取り戻
すという意味での work といいますか、labour のただなかにおいてそれをどう 
work に転換するかという課題性が一方にある。と同時に、labour からの解放
によって disposable time を創り出し、 そうした自由時間のなかでどのように
自己陶冶をするかという課題が他方にある。そういった「労働における解放」
と「労働からの解放」が同時並行的に進められる必要があるということを、か
つて『資本論』の著者は言いました。私も古典に学びそれを現代認識に活かし
ていきたいと考える一学徒ですので、「労働における解放」、 labour から work
への転換というのと、「労働からの解放」、labour から disposable time をどう
創るかという双方を並行的に進める必要があるという意味で、前者に属するス
（出典） 宮本太郎（2006）「ポスト福祉国家のガバナ
ンス――新しい政治対抗」、『思想』第 983 号、
2006 年 3 月、p.37。
図９　社会的包摂の諸アプローチ
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キル形成は単なる人的資本の形成に留まるものではないと思っています。
　これは A. センが言ってきたことで、彼は「人的資本アプローチ」と自らの「ケ
イパビリティ・アプローチ」を区別したことがあります。人的資本というふう
に考えると、 どうしても生産性にどう連動するかという議論だけなので、そう
ではないかたちでケイパビリティの実現としてのヒューマン・ディベロップメ
ント、 そういった自らがこう生きたいっていう選択する力、 エンパワーメント
を高めるといいますかね、それは技能形成といったものを通して初めて得られ
るという局面がおそらくあるのだろうと思います。そういう面で、いわばケイ
パビリティ・アプローチという 1 つの視野でこの種の議論を捉えうるのでは
なかろうかというのが私の感想です。その意味で labour という言葉をあえて
――雇用 employment とは使用、 “使われる”の意ですから――work として
用いたいところです。自己決定権をもち、内実における意味をもつ、 そういう
意味での work 論、 〈work‐welfare nexus〉論というのが、 この種の比較論の
議論のコアになっていいコンセプトだろうと思います。
■コメント＆リプライ
石田　憲（法経学部教授）　1 つは単純な事例の問題ですが、デンマークの話
でラーンフェアであるという点。事実上ワークフェアと言われているイギリス
のニューレイバーの政策でも、最初は失業保険を出すけれども技能の習得をし
なければそれをカットする。内容としては全く同じ話で、デンマークがラーン
フェアであってイギリスがワークフェアであるという違いは恐らくないと思う
んですね。事実上その差異があまり私にはよくわからない。質的な問題を問う
必要があると思うのです。報告ではレイバーにこだわられていましたが、ニュー
レイバー側が without labor という可能性はないのでしょうか。結局それは失
業者であれ被雇用者であれ、要するにそれは管理の対象でしかないという点で
は、結局、労働者自体の主体性はこの黄金の三角形（図８、118 ページ）を見
ても彼らが主体的に関わるというものではない。例えばコーポラティズムであ
比較制度論の視点と〈労働‐福祉ネクサス〉
126
れば、いちおう名目的ではあるにせよ労働者側が一つの決定構造の参入者に
なっているわけですが、少なくともこの黄金の三角形を見ても労働者はこの中
に入っているのか。決定の、あるいは管理者の――管理者という言葉自体が少
なくとも矛盾になるかもしれませんが――、主体になる可能性はほとんど失わ
れているように思います。その場合、安孫子先生が無論こだわられた部分なの
でしょうが、いずれにしても技能形成と言っても教師と生徒の関係でしかない。
労働者自体が主体性を持って何かを取り組むわけではなく、権力関係となり、
よりよく技能を修得するかしないかという評価以外には存在価値がなくなって
しまう可能性が出てくる。今日のお話を伺っていて、ケイパビリティとはいっ
たいどういうことなのかと感じました。アマルティア・センの場合、ヒューマ
ン・デベロップメントからケイパビリティをとらえている。こうした問題をど
のように考えたらいいのかというのが第 1 点です。
　第 2 の点は、私自身もいくつか断片的にしか読んでいないものばかりなので、
これも誤った先入観かもしれませんけれども、類型論で整理をする際、いまだ
に国民国家ごとの類型論にこだわりすぎている印象があります。既にグローバ
リゼーションやEU化されている市場の中で、国民性論とは言ってはいないの
ですけれども、国民国家ごとの類型論がどの程度いま意味があるのか、私には
どうも読んでいてしっくりこない。今日のお話は根本的に特に労働者の問題で
すが、私が少なくとも散見している範囲内での論文の中では、移民労働者の問
題がすっぽり抜け落ちてしまっている。つまりどんなに技能習得をしても、結
局、その人たちは英語やドイツ語が不自由であるということは電話をかけた瞬
間から例えばトルコ人とわかって、その瞬間からもはやその人がコンピュータ
を勉強していようがいまいが雇用されない。あるいは出かけていけば肌の色が
違うということで雇用されないということが実際に主要先進国の移民労働者の
雇用状態に現れてきている。いくら国民国家ごとにパターン化されたもので、
こういう保護関係がありますと説明されても、本質的に排除されている人々の
問題が存在している状況は、この中からは読み取れないように私には思えます。
千葉大学　公共研究　第４巻第４号（2008 年３月）
127
どうもそういうこともあるので、あまりこの種の議論を最近読むのをだんだん
やめてしまっています。ただ単に私が不勉強で、最近はそのようなことはない
のかもしれない。こうした問題も踏まえて議論しているものもあれば、是非お
教えいただければ幸いです。私自身が知らないだけかもしれないので、この点
も含めて第 2 の質問としてお聞きしたいと思います。
皆川宏之（法経学部准教授）　今日は勉強させていただき、ありがとうござい
ました。お話しの中で示された福祉‐技能形成ネクサスのところで、デンマー
ク、ドイツ、日本、アメリカという具合に図式が示されているわけですが、こ
うしたモデルを取るときに、一つの疑問として、賃金額の問題はどのようになっ
ているのだろうか、と思いました。といいますのは、技能形成ということに加
え、技能を形成して、その結果、職場に就いたときに、どのような賃金が与え
られるのかは重要な問題であると思います。ご存じのとおり、特に大陸ヨーロッ
パでは基本的に産業別の労働協約が労使で締結されており、ある技能を身につ
けると、ある程度の賃金というものが決まります。デンマークのモデルを考え
るときにも、柔軟な労働市場という場合、解雇規制という面では一種のディレ
ギュレーションなのかもしれませんが、労働市場で別の職場に移ったときにも、
ある技能を身につけていれば、ある程度の賃金が得られるという社会的基盤が
存在することが重要なのではないかと思います。
　ですから、アングロ・サクソン系の国と、大陸ヨーロッパの国とを比較する
際には、国の法律のレベルで社会政策として行われる規制のあり方に加え、労
働組合が関与して形成した社会的な賃金水準とが、重要な差異になるのではな
いか、と思います。労働協約による賃金形成は、労働組合が労働運動を通じて、
ストライキなどを行うことで獲得した、いわば労働側のイニシアチブもあって
獲得した制度ですから、その制度に、技能形成を受ければ乗っていくことがで
きる、という意味では、労働側からの関与も見受けられる、盛り込めるのでは
ないかということです。
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　もう一点、先生が最後におっしゃられた「労働からの解放」に関してですが、
要するに、ある技能を持っていて、ある程度の賃金が得られていれば、労働時
間がそれほど長くなくとも、一定程度の生活の保障が得られる、という面があ
るかと思います。労働からの解放、すなわち、労働時間を短縮し、必要以上の
労働をせずともよい、という意味では、やはり賃金形成のあり方に、特に労働
側からの取り組みとして重要な位置づけが与えられるのではないか、と思いま
した。
野澤敏治（人文社会科学研究科教授）　今日の報告タイトルは労働‐福祉ネク
サスですね。一度聞いた気がしたんだけれど、もう一度ずうっと説明していた
だき、このハイフンで結びつける考え方の枠みたいなものを示してもらったの
で、だいたい僕は追えた感じがします。それでデンマークの話が出てくるんだ
けど、石田さんの発言を僕が引きとって、こういうことかなというような仮説
を出します。ここで地域協議会というものがつくられると言われました。その
内容をもう少し紹介してもらえますか。地域協議会に当事者が入っているのか
ということです。また地域の労働組合が関係しているのかどうか。それから、
僕のちょっとした経験でも、教会の関与がヨーロッパでは大きいですよね。そ
の地域で犯罪が起きるとか、経済停滞があった時に、教会が中心になって仕事
をつくるというようなことを、仕事の場所を提供するとか、コーディネートす
るとかというふうにしています。このような伝統があるので、デンマークの場
合はどうでしょうか。要するに、教会以外に積極的労働政策のなかに労働者自
身が、当事者自身がどんなふうに関わっているか教えてください。
水島治郎（法経学部准教授）　本日は類型論に基づくお話がベースにあったか
と思うのですが、グローバル化の進んだ現代においては、「変化」の面も無視
できないように思います。例えば日本の場合、これまで企業や公共セクターに
おける長期の安定的な雇用を通じて労働者とその家族の生活が保障されており、
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雇用による福祉の代替、いわば「雇用による福祉」が重要な意味を持っていま
した。しかし近年、特に民間企業における雇用の不安定化が進行し、非正規労
働者の増加、若年者の失業の固定化が進んでいる。もともと雇用の外側の福祉
がしっかりしていなかった日本において、雇用そのものが不安定化して「雇用
による福祉」さえ保障されない事態すら生じつつある。ワーキングプアの増加
はその表れです。
　このように、各国の政治経済体制は静態的なものではなく、むしろ変化の中
にあります。大陸ヨーロッパ諸国の中でも、ドイツでは相対的に変化は少ない
かもしれませんが、周辺国のオランダでは変化のスピードは著しい。そのあた
りの「変化」に着目した動態的な分析も重要になってきているのではないか、
とも思います。
柳澤　悠（法経学部教授）　私は学生の頃、大河内一男や服部英太郎の社会政
策論争を読んでおりましたので、ああ、そういう議論もあったなあと思いなが
ら本日のお話を伺っていました。あの時の大河内の議論は労働者の状況が悪い
中に出てきている。そういう時に、いわゆる福祉政策や労働者保護政策を守る
という意図があった。労働者の福祉は資本にとっても大事なんですと主張する。
福祉政策が労働力を保全するという理由で福祉政策を守る隠れた意図があった
んじゃないかというふうに思うんですね。現在出ている議論も、いわば自由主
義、新自由主義的というかアメリカ的な自由主義の中で、フランスの場合もそ
うですけども、労働者がずっと押された状況の中で出てきている。労働福祉政
策そのものはある意味で市場にとっては無用のものであって、むしろ一国の経
済にとっては無いほうがいいんだという風潮の中で、むしろそれに対して労働
に対する積極的保護政策が必要だという政策的な提言を根拠づける議論として
出てきたのかなあと素人なりに思っているんです。
　そういう点では、労働者の主体性の問題はある意味でとても大事なんだけど、
むしろ、主体性が自明のようには守れなくなってきているという、ある意味で
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深刻な状況の中で、どうやってそこを守るかという議論じゃないかと理解して
います。この間ドイツからきたアーベルスハウザーさんも、ドイツにおける
ニュー･エコノミー論争の中で、収斂か多様性かという論争が学術的にもある
ことを紹介されていた1。市場的な関係の中においても制度というものの違い、
労働に対する文化の違いが、積極的な市場的
4 4 4
な意味をもっているということを
言いたいんじゃないかと思います。
倉阪秀史（法経学部准教授）　本 COE のテーマである持続可能な福祉社会に
つなげなければいけないという点と個人的な関心との両方から、私がお聞き
していて 3 つぐらいここから発展をしていくと COE プログラムにつながるか
なと思った点をコメントします。第一に人的資本の社会的な蓄積がはかられる
ような仕組みはどのような仕組みなんだろうかということです。持続可能性は
ファンドがちゃんと蓄積しているということに置き換えられると思いますけれ
ど、そのファンドとしての人的資本が社会的に蓄積されるような類型はどんな
類型なんだろうかという点です。
　次に、単なる人的資本ではなくて生活の質のような質的な視点です。ケイパ
ビリティ・アプローチとの対比でもあったと思いますけれども、レイバーでは
なくワークというように、そこに生きている人が幸せに暮らせるというような
仕組みは、どういう類型から生まれてくるのだろうかという点です。そうする
と福祉社会の持続可能性につながっていくと思います。
　最後に、コモン・プール・リソースの管理という観点で、どういうソーシャ
ル・プロテクションあるいはソーシャル・インクルージョンであれば、コモン・
プール・リソースも維持されながら企業活動もやっていけるのかという点です。
物的な共通資源を管理する体制と整合的な社会制度とはどういう社会制度なん
1 詳細は『公共研究』第 3 巻第 3 号「特集 2　ニュー･エコノミーへの多様な道――
ドイツ・日本・アメリカ」を参照されたい。〔編注〕
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だろうかという視点です。お聞きした範囲で、持続可能な福祉社会につなげる
3 つぐらいのルートがあるのかなと思いました。
安孫子　いろいろコメントいただき、ありがとうございます。
　石田（憲）先生のご批評はまったく納得できます。まずフレキシキュリティは、
デンマーク的なポジティブな面を捉えようとしての用語です。ワークフェアが
福祉給付の条件としてどんな労働であれ提供しなければならないとすれば、フ
レキシキュリティは積極的労働市場政策をコアにもち、スキルを身につけると
いう自己陶冶のプロセスが含まれています。ディシプリンのなかで自らを賭け
てみたいものが見つかる可能性があり、ある種の自己実現に途を拓きます。総
じて技能形成をつうじて１箇の人間になるということがありえます。場の設計
のされ方の問題もあるでしょうが、フレキシキュリティ戦略にはそうした可能
性が孕まれているように思います。また、デンマークでは雇用政策の分権化が
進められており、労働市場プログラムを地域のニーズに適したものにするため
に労働市場協議会が分権化されている点にも注目したいと思います。
　つぎに国民国家ごとの類型論になっているという問題ですが、ソスキスたち
は、労働市場規制、教育・職業訓練、企業統治の３つは国民国家の領分をなす
規制レジームの存在に依拠しているとみています。労働や社会保障にかんす
る制度は依然として国民国家という枠組みに意味があると考えられますので、
国民経済統計をベースにした国際比較が行なわれています。もちろん、90 年
代以降は国民国家をこえたものとしてヨーロッパ社会モデルが問われており、
ネーション間の問題をどう捉えていくのかは、体系的な国民統計の改定も含め
て大きな課題だろうと思います。
　社会的排除の問題は私も関心をもっています。ワークフェアとか労働への促
しが強くなればなるほど、そこから弾かれるマイノリティーが不利になる。ま
さに水島（治郎）さんのいう「公共性のパラドクス」2 が起きています。どう
やって排除されたひとを社会的に統合するかというのが第３の論点です。A・S・
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バラや F・ラペールらが「グローバル化と社会的排除」という問題設定のもと
に、新しい社会的リスクにどう対処するか、所得補償、所得再分配をこえて社
会関係剥奪にどう対処するかを考えています。今後、A・センのいうデプリベー
ション（物的・社会関係剥奪）にかんする研究史をまとめたいと思います。最
終的に私が解明したいのは、情報技術革新と制度変容とのかかわりを視軸にし
た現代資本主義のダイナミクスであり、そのもとでの社会的排除・包摂という
問題です。
　皆川先生がご指摘された産業別の労働協約による賃金形成の重要性は、まっ
たくその通りだろうと思います。エステベス‐アベたちも社会的保護の内容と
して、雇用保護と失業補償（失業時の所得保障）とともに賃金保護の３つをセッ
トにしなければならないといっています。賃金保護は、市場変動から賃金水準
を保護する制度メカニズムとして、雇用保護や失業補償の効果を強めることが
力説されています。今日の報告では省きましたが、大陸ヨーロッパ諸国におけ
る産業別労働協約による賃金保護という問題は、国際比較上、欠かせない論点
かと思います。
　野沢先生のご質問、デンマークにおける地域の労働市場協議会に労働組合が
どうかかわっているか、そして教会がどのように関与しているかという点は、
率直にいって私にフィールドスタディがないのでよくわかりません。ただ、失
業にかんしプログラムの策定と実施の責任を取ることになっている県レベルの
労働市場協議会（14 あるといわれる）は、雇用主代表、労働者代表、自治体
代表が各３分の１ずつで構成されることになっているようです（参照：J・ヘ
ンデリオウィッツ／ C・ウルヘッド「柔軟な労働市場の形成――デンマークの
フレキシキュリティの取り組み」樋口美雄／ S・ジゲール／労働政策研究・研
2 「公共性のパラドクス」のタイトルで水島治郎先生が話題提供された 21 世紀 COE
国際公共比較部門対話研究会報告（2006 年 6 月 28 日開催）は、『公共研究』第 3 巻
第 4 号、pp.284-288 の鹿住大助「公共性のパラドクス：現代オランダにおける労働・
福祉・移民」を参考にされたい。〔編注〕
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修機構編『地域の雇用戦略』第８章、日本経済新聞社、2005 年）。
　水島先生のコメントも大切な論点です。それはまた、ソスキスらの VOC ア
プローチが基本的に「制度賦存」論であり、静態的比較に傾きがちだという問
題にかかわるかと思います。ボワイエもこのあたりを気にしており、グローバ
ル化や情報技術革新という変化をベースにおいた「動態比較」の試みこそ重要
であると力説しています。他方、ボワイエやアマーブルには、ネオ・シュンペー
テリアン流の技術変化論、技術革新優位論に対峙しようとする〈イノベーショ
ンと生産の社会的システム〉論という立論があります。リチャード・ネルソン
らのネオ・シュンペーテリアンは、科学‐技術‐産業特化のあり方に着眼して
イノベーション・システムを国際比較していますが、そうしたいわばテクノロ
ジー特性を大きく条件づける枠組みとして、労働市場‐教育・訓練制度‐金融
システムといった制度特性に着眼するという比較研究です。ボワイエらの議論
には、技術変化は革新的であるのに制度はつねにそれを押しとどめるという、
技術と制度の二元論、「制度硬化症」観に対する批判もふくまれています。最
近の制度論のひとつである、制度は制約条件であるだけでなく「イネーブリン
グ・キャパシティ enabling capacity（可能性を広げる力）」をつくるという論
点が重要でしょう。
　柳澤先生のコメントにかんしては、ソスキスたちの主眼が、労働の「社会的
保護」が技能形成にかかわり比較優位にも寄与しうることを力説する点にある
ことが大切だろうと思います。また、アソシエーションの内容は労働組合だけ
ではない、ビジネス・アソシエーションのロジックを組み込まずしては、現実
の説明力がえられないという点が重要かと思います。これまで、社会的保護や
社会政策の形成においてビジネスのコーディネーション力が強く意識されてこ
なかったのではないかという問題です。
　倉阪先生のご提言にかんして、一点のみ感想までに申します。「持続可能な
福祉社会」を考える場合、環境（政策）と福祉（政策）とのかかわりは重要で
すが、同時に、福祉（政策）に労働（政策）を組み込まないと「持続可能性」
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が不充分になるかと思っています。それは、「生活（生命）の質」は「労働の質」
と不可分であること、また、ダイナミズムの動因としてレイバー、ワーカーが
入らないと「持続可能性」も社会的再生産なり蓄積の基盤を欠くことになるか
らです。環境と福祉との関連というフレームワークのなかに労働を入れるとい
う点は、たとえばレギュラシオン学派が『資本論』を活かして、「労働力の利用（労
働過程）と再生産（社会保障）の諸条件の総体」を「ラポール・サラリアール
（賃労働関係）」とよび、社会経済システムの構造変容と多様性を分析するさい
それを基礎にすえていることが、一つの示唆になるかと思います。
＊本稿は、2007 年 5 月 30 日に千葉大学で行なわれた 21 世紀 COE 対話研究会「比
較制度論の視点と〈労働‐福祉ネクサス〉」のテープ起こしの聞き取り内容をもとに、
編集部で報告およびコメント＆リプライの体裁に編集し、発言者が加筆修正したも
のである。テープ起こしにあたっては、千葉大学大学院人文社会科学研究科博士後
期課程の佐藤健太郎氏に多大の助力をえた。記して感謝したい。
 （公共研究編集委員会）
